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不動産売買契約書
（建築不可土地に関する売買契約書）

売主　　　　　　　　（以下甲という）と、買主　　　　　　　（以下乙という）とは、後記物件目録記載の建築基準法第6条に基づき現行規制下において建物等の建築確認の申請ができない土地（以下建築不可土地という）であることを合意の上、建築不可土地（以下本件土地という）の売買契約（以下本契約という）を以下の通り締結する。

第1条（目的）
甲は本件土地を次条に定める売買代金により乙に売渡し、乙はこれを買受ける。

第2条（最低売買代金及び支払方法）
本件土地の最低売買代金は金1,000,000円也とし、本契約締結時に一括して乙は甲に支払うものとする。

第3条（所有権移転の時期）

1.本件土地の所有権は、乙が第2条に定める売買代金を支払うと同時に甲から乙に移転する。

2.甲は本件土地の引渡しまでに、乙の所有権の行使を阻害する一切の権利を除去抹消しなければならない。

3.乙は、本件土地が建築不可土地であることを了承の上、本件土地の引渡しを受けるものとする。

第4条（登記手続）

甲は乙から第2条に定める売買代金の支払いを受けると同時に、乙又は乙の指定する者に本件土地を引き渡し且つ所有権移転登記に必要な書類を交付する。尚、所有権移転登記に要する登録免許税その他の費用は甲が負担する。

第5条（売買対象面積）

　本件土地の面積は実測面積とし、甲は甲の負担にて本件土地を実測し、引渡しまでに乙に本件土地の境界を明示する。

第6条（危険負担）

1.本件土地の引渡しまでに天災地変その他の不可抗力により本件土地の全部又は一部が著しく変形、毀損したときは甲がその危険を負担し以下の通り処理する。
2.本契約は次号の場合を除き無条件で解除され甲は乙より受領した金員を無利息にて乙に返還する。

一.本件土地の変形毀損が修復可能なときは甲が当該変形毀損を修復し乙に引き渡す。この場合引渡し時期が相当期間延長されることに乙は異議なく承諾する。

二.前号に拘わらず当該変形毀損の度合いが甚大でその修復に多額の費用を要すると甲が判断したときは一号に従う。

第7条（公租公課の精算）

本件土地に課される固定資産税及び都市計画税等の公租公課は1月1日を起算日とし、本件土地の引渡し日の前日までの期間を甲が負担し、引渡し日以降の期間を乙が負担して引渡し時に精算する。

第8条（契約解除）
本契約の当事者はその相手方が本契約の各条項に違反し相当の期間を定めた履行の催告を行うも相手方が履行しない場合以下の各号に従い本契約を解除することができる。

第9条（瑕疵担保責任の排除）

　乙は、本件土地が建築不可土地であることを前提に買い受けるものであり、甲が別に説明する重要事項を除き甲にその瑕疵担保責任を請求できないものとする。
第10条（和解合意）
1.本契約に関して当事者に争いが生じたときは、当事者は裁判外の民間紛争解決手続きの利用の促進に関する法律に基づき、民間紛争解決手続により解決を図るものとし、当該解決のため一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構に和解判断を依頼し、当該判断を最終のものとしてこれに従うものとする。
2.民間紛争解決手続に関する一切の事項は、一般社団法人日本民事紛争等和解仲介機構（http://www.jacmo.org/）の定める規則によるものとする。
3．前2項による民間紛争解決手続によっても、なお紛争解決に至らず、裁判手続に移行する場合、（当事者の一方）の住所地を管轄する地方裁判所を第1審の管轄裁判所とする。
第11条（規定外事項）
本契約に定めない事項で当事者間に疑義が生じたときは甲乙共に誠意をもって協議し解決を図るものとする。
条文以上

以上の通り合意したので本契約書2通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各自1通宛所持する。

平成　　年　　月　　日

売主　住　　所
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